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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第128期

第１四半期連結
累計期間

第129期
第１四半期連結

累計期間
第128期

会計期間

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　６月30日

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　６月30日

自平成26年
　４月１日
至平成27年
　３月31日

売上高 （千円） 1,032,085 3,303,493 5,346,147

経常利益 （千円） 7,410 563,482 243,335

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（千円） △15,454 377,113 129,101

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △20,215 382,365 131,164

純資産額 （千円） 3,124,018 3,577,164 3,275,344

総資産額 （千円） 7,592,767 8,356,436 10,821,850

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） △1.15 28.09 9.61

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 41.1 42.8 30.3

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益又は四半期純損失」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益

又は親会社株主に帰属する四半期純損失」としております。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項については、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。

（1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用・所得環境の改善などにより緩やかな回

復基調が見られましたが、円安に伴う物価上昇の影響や新興国経済の成長鈍化、ギリシャ債務問題など、依然

として先行き不透明な状況が続いております。また、設備投資については、住宅着工戸数が前年度に比べプラ

スに転じていることから増加傾向にありますが、いまだ力強さに欠ける状況となっております。

このような状況のなか、当社グループといたしましては、オンリーワンの開発機械をナンバーワンに押し上

げるため、機械の販売促進や改良改善等、業務の効率化に努めてまいりました結果、当第１四半期連結累計期

間の売上高は3,303百万円（前年同四半期比220.1％増）となりました。利益につきましては、売上の増加とコ

スト削減により営業利益は562百万円（前年同四半期は５百万円の営業利益）、経常利益は563百万円（前年同

四半期は７百万円の経常利益）、親会社株主に帰属する四半期純利益は377百万円（前年同四半期は15百万円の

親会社株主に帰属する四半期純損失）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

①合板機械事業

合板機械事業は、積極的な営業活動と機械の改良改善に努力した結果、当第１四半期連結累計期間の売上高

は2,339百万円（前年同四半期比339.2％増）となりました。営業利益につきましては、売上の増加に加え、コ

スト削減に努めたことから、356百万円（前年同四半期は28百万円の営業利益）となりました。

②木工機械事業

木工機械事業は、営業活動による販売努力が売上増加に貢献し、当第１四半期連結累計期間の売上高は687

百万円（前年同四半期比184.7％増）となりました。営業利益につきましては、売上増加と材料費及び外注費

をはじめとする製造コスト削減に努力しました結果、224百万円（前年同四半期は６百万円の営業損失）とな

りました。

③住宅建材事業

住宅建材事業は、住宅建材業界に持ち直しの動きが徐々に見え始め、営業活動と受注確保に努めたことか

ら、当第１四半期連結累計期間の売上高は276百万円（前年同四半期比7.2％増）となりました。営業利益につ

きましては、ツーバイフォー部材の価格高騰が続いておりますが、徹底した原価管理を行った結果、12百万円

（前年同四半期は10百万円の営業利益）となりました。
 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
 

（3）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、68百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。
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（4）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループを取り巻く事業環境は、住宅着工戸数も少しずつ上向きとなりつつありますが、設備投資意

欲の回復にはまだ程遠く、国内・海外ともに厳しい状況になることが予想され、依然として先行き不透明な

状況が続くものと予想されます。

このような状況の中、営業を中心とした販売活動の促進や現状の機械の改良改善に努め、受注確保から売

上計上まで安定して行えるよう日々努力しておりますが、当社の主力合板機械事業での大型機械は全て受注

生産であることから、受注から売上に至るまでには長期間の納期が必要であることや、得意先の都合で機械

が納入できないといった要因等もあり、現状困難な状況であります。

当社グループは、このようなリスクを出来るだけ少なくするように努めると共に、顧客ニーズに対応した

機械の開発・改良に取り組み、得意先の設備が安全に稼働出来るようなバックアップ体制の構築に努めるな

どグループ一丸となって経営の安定化に取り組んでまいる所存であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 25,000,000

計 25,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在
発行数（株）

（平成27年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成27年８月10日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 15,000,000 15,000,000
名古屋証券取引所市場第二部

東京証券取引所市場第二部

単元株式数

1,000株

計 15,000,000 15,000,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 15,000,000 － 750,000 － 77,201

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載を

しております。

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,575,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,369,000 13,369 －

単元未満株式 普通株式    56,000 － －

発行済株式総数 15,000,000 － －

総株主の議決権 － 13,369 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が11,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数11個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社太平製作所
愛知県小牧市大字入鹿

出新田字宮前955番8
1,575,000 － 1,575,000 10.5

計 － 1,575,000 － 1,575,000 10.5

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,804,466 4,027,087

受取手形及び売掛金 1,150,222 773,724

有価証券 100,000 100,000

仕掛品 2,376,443 1,009,102

原材料及び貯蔵品 193,926 199,846

その他 167,617 123,715

貸倒引当金 △1,610 △1,633

流動資産合計 8,791,066 6,231,841

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 641,985 638,845

土地 689,746 689,746

その他（純額） 203,288 297,122

有形固定資産合計 1,535,020 1,625,714

無形固定資産 64,245 57,490

投資その他の資産 431,518 441,389

固定資産合計 2,030,784 2,124,594

資産合計 10,821,850 8,356,436

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,247,259 1,866,794

短期借入金 750,000 750,000

1年内返済予定の長期借入金 133,400 133,400

未払法人税等 89,000 174,744

賞与引当金 91,191 48,833

役員賞与引当金 31,200 7,800

前受金 3,490,960 826,078

その他 201,138 439,189

流動負債合計 7,034,148 4,246,839

固定負債   

長期借入金 33,200 33,200

繰延税金負債 114,628 116,225

役員退職慰労引当金 12,100 12,387

退職給付に係る負債 168,846 164,932

その他 183,582 205,685

固定負債合計 512,357 532,431

負債合計 7,546,506 4,779,271
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 750,000 750,000

資本剰余金 77,201 77,201

利益剰余金 2,619,953 2,916,521

自己株式 △205,701 △205,701

株主資本合計 3,241,453 3,538,022

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 33,890 39,142

その他の包括利益累計額合計 33,890 39,142

純資産合計 3,275,344 3,577,164

負債純資産合計 10,821,850 8,356,436
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 1,032,085 3,303,493

売上原価 855,169 2,550,572

売上総利益 176,916 752,921

販売費及び一般管理費 171,804 189,965

営業利益 5,111 562,956

営業外収益   

受取利息 72 72

受取配当金 1,603 1,718

鉄屑売却収入 525 668

保険解約返戻金 1,068 －

その他 2,374 667

営業外収益合計 5,644 3,127

営業外費用   

支払利息 3,325 2,600

その他 19 －

営業外費用合計 3,345 2,600

経常利益 7,410 563,482

税金等調整前四半期純利益 7,410 563,482

法人税、住民税及び事業税 5,580 169,461

過年度法人税等戻入額 △4,469 －

法人税等調整額 21,754 16,907

法人税等合計 22,864 186,368

四半期純利益又は四半期純損失（△） △15,454 377,113

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△15,454 377,113
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △15,454 377,113

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △4,760 5,251

その他の包括利益合計 △4,760 5,251

四半期包括利益 △20,215 382,365

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △20,215 382,365
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当

社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と

して計上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以降実施される企業結合につい

ては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四

半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更を行っておりま

す。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間については、四半期連結財務諸表の組替えを

行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）

及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の

期首時点から将来にわたって適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費は、次のとおりであります。

 

 

前第1四半期連結累計期間

（自　平成26年４月１日

至　平成26年６月30日）

当第1四半期連結累計期間

（自　平成27年４月１日

至　平成27年６月30日）

減価償却費 26,462千円 31,608千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総

額（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 53,697 ４ 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 
 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総

額（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 80,545 ６ 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント

 合板機械事業 木工機械事業 住宅建材事業 計

売上高     

外部顧客への売上高 532,571 241,611 257,902 1,032,085

セグメント間の内部売上高又は振替高 112 － － 112

計 532,684 241,611 257,902 1,032,198

セグメント利益又は損失（△） 28,417 △6,659 10,684 32,443

 
２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利　　益 金　　額

報告セグメント計

全社費用（注）

32,443

△27,331

四半期連結損益計算書の営業利益 5,111

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費用であります。
 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント

 合板機械事業 木工機械事業 住宅建材事業 計

売上高     

外部顧客への売上高 2,339,168 687,846 276,478 3,303,493

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － －

計 2,339,168 687,846 276,478 3,303,493

セグメント利益 356,741 224,668 12,162 593,572

 
２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利　　益 金　　額

報告セグメント計

全社費用（注）

593,572

△30,615

四半期連結損益計算書の営業利益 562,956

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費用であります。
 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当

たり四半期純損失金額（△）
△1円15銭 28円09銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

又は親会社株主に帰属する四半期純損失

金額（△）（千円）

△15,454 377,113

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四

半期純利益金額又は親会社株主に帰属す

る四半期純損失金額（△）（千円）

△15,454 377,113

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,424 13,424

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成27年８月10日

 

株式会社太平製作所
 

　取締役会　御中  

 

 
 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　服部　則夫　　印  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　増見　彰則　　印  

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社太平製

作所の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社太平製作所及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。
 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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